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　　　景気循環消滅論の否定と
　　　ソロー・パラドックスの解消

（1）消滅しなカbた景気循環

　景気循環が消滅し、永遠の繁栄と株式市場の上

昇が続くとする議論は、ひとつの極論といわざる

を得ない。98年後半から2000年にかけてみられた

米国経済のバブル的様相と、それに続く株式相場

の下落や景気の後退という現実によって、膨張し

たヂニュー・エコノミー」論は明らかに否定され

た。しかし、そのことと情報技術導入による生産

性向上の問題とを混同し、同レベルで取り扱うの

も短絡的といえる。9◎年代の米国経済でみられた

集中的な情報化投資のすべてがバブルであり、経

済構造に何の影響も与えなかったと結論付けてし

まうのは、もう一一方の極論といえるだろう。

　統計の改訂と蓄積が進むにつれて、「ソロー・

パラドックス」に取り組んできた研究者たちの実

証分析結果が90年代宋から現れはじめ、議論は次

第に株式市場の動向や景気循環の消滅論とは一線

を画した情報技術導入に伴う生産性の向上の検証

問題に立ち返っていった。Bosworth　and　Tri－

plett（2000）は「成長率や生産性の加速に対する

情報処理技術や通信技術の役割」の問題を狭義の

「ニュy一　“エ3ノミー」論として、膨張した他の

議論との混岡を避けている他、情報化の経済効果

について懐疑的な立場を取り続けるGcrdeA’も、

論争に際してはrニュー・エコノミー」の定義を、

情報技衛の進歩と生産性の加速問題に限定してい

る1）。つまり、ニュー・エコノミーという用語こ

そ使用されているが、論争の中身は再び「ソロ

ー・パラドックス」に回帰したといえる。

（2）検証される生産性の向上

　情報技術導入に伴う生産性の向上については、

一部に否定的な見解も残っているが2）、最近の実

証分析では「ソW・一・・パラドックス」の解消を示

唆する結果が多く得られている。例えば、かつて

情報化の効果について否定的な結論を出した

Oliner　and　Sichelは、前回の連載で示した全要

素生産性の式をさらに詳しく分けて、資本につい

てはコンピュータ、ソフトウェア、通信設備、そ

の他一般の4種に、また、労働については技能の
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困難気循環消滅論の否定と
ソ口…・パラドックスの解消

(1 )消滅しな治、った費筑循環

景気街聴が消滅し、永遠の繁栄と株式市場の F上

昇が続くとする議論は、ひとつの極論といわざる

を得ない。 98年後半から2000年にかけてみられた

米国経済のパブ勺レ的様相と、それに続く株式相場

の下落や緊筑の後退という現実によって、膨張し

た fニュー・エコノミーj論は明らかに否定され

た。しかし、そのことと構報技欝導入による生産

性向上の問題とを港関し、同レベルで取り扱うの

も穏絡的といえる。 90年代の米国経誇でみられた

集中的な情報化投資のすべてがバブルであり、経

済構造に仰の影響も与えなかったと結論付けてし

まうのは、もう…方の極論といえるだろう。

統計の般市と議横が進むにつれて、「ソロー・

パラドックスjに取り組んできた研究者たちの実

証分析結果が90年代末から現れはじめ、議論は次

第に株式市場の動向や景気循環の消滅論とは一線

を画した情報技術導入に伴う生産性の向上の検証

問題に立ち返っていった。 Bosworth and Tri-

plett (2000)は「成長率や生産性の加速に対する

情報処理技術や通信技術の役割jの問題を狭義の

「ニュー・エコノミーj論として、膨張した{患の

議論との諮問を避けている龍、 f言報化の経誇効果

について様疑的な立場を取り続けるGordonも、

論争に際しては fニュー・エコノミーjの定義を、

情報技術の進歩と生産性の加速問題に限定してい

る1)。つまり、ニュー・エコノミーという用語こ

そ使用されているが、論争の中身は再び「ソロ

ー・パラドックスjに問帰したといえる。

(2)検寵されるさ色旗性の向上

情報技術噂入に伴う生産性の向上については、

一部に否定的な見解も残っているが2)、最近の実

証分析では「ソ口一・パラドックスJの解消を示

唆する結果が多く得られている。例えば、かつて

情報化の効果について否定的な結論を出した

Oliner and Sichelは、前回の連載で示した全要

素生護性の式をさらに詳しく分けて、資本につい

てはコンピュー夕、ソフトウェア、通信設様、そ

の他一般の4種に、また、労働については技能の
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（出所）Oliner＆Sichel（2000），　p．13，　Table2；Gordon（2002＞，p．64，　Table3．2；Whelan（200◎》，p．34，

Table5　；Jorgenson〈2001＞，p．25，　Table8　；　Econornic　Report　of　the　President（200t），p．28，　Tablel－1　；

同（2◎02），p．6t，Tablel－4のテーータをもとに作成◎ただし、　Oliner＆Sichelについては、　Baily（2◎◎2＞，

p．5，　Table　l　a磁2をもとに璽新したデータを記載。

向上といった質的変化を織り込んだ要因分解を行

っている（0韮沁er　aRd　Sichel　2◎◎0）。それ．によ

ると、米国の労働生産性は9◎駕代後半に1．2％ポ

イント上昇率が加速しているが、そのうち資本装

備率の上昇によるものは約O．3％ポイントであり、

全要素生産性の加速が約O．8％ポイントに達して

いる（表1）。また、資本装備率と全要素生産性

のそれぞれで情報化に関連した要因の寄与はかな

り大きく、労働生産性の向上のほとんどがこの要

因で説明される計測結果となっている。情報技術

と労働生産性向上の関係を確認した同様の実証研

究はWhelan（2000）、　Jorgenson（2001）、大統領

経済報告（ERP）などでも棚次いで出されてお

り、一連の分析によると、バラツキはあるものの、

おおむね次の点では共通の結果が得られている。

第1に、米国では情報資本の蓄積が進んだこと、

第2に、それにつれて9◎年代後半に労働生産性の

上昇率が0．9％から1。6％程度加速したこと、第3

に、全要素生産性が約0．5％から1．2％程度高まっ

ていることの3点である。つまり、情報技術を積

極的に導入する投資とともに、全要素生産性の上

昇を伴いっっ労働生産性が向上しており、かつて

Krugmanがアジア経済の発展に対して指摘した

ような単純な資本投入による成長のパターンでは

なく、新技術のスピルオーバー一を伴う成長が実現

したことを示しているのである。

（3）1了利用は生産性を高めたか？

　一方、懐疑的な立；場のGordon（2000）は、労働

生産性の向上は景気循環の要因も大きく、構造的

要因は見た目ほど大きくはないと主張している。

全要素生産性の加速についても、経済全体でみる

と生産ウェイトで12％に過ぎない耐久財製造分野

に集中しており、88％を占めるその他の分野に広

がりがみられないとして、情報化の効果に対して

は否定的な解釈を行っている3）。彼は、情報技術

の利用はそもそも「娯楽的なものに過ぎず費、

第二次産業革命期の電気の普及などがもたらした

生活水準の向上に比べれば、取るに足らない技術

変化であって、労働生産性の向上は一塒的で持続

しないと主張する。確かに、製造業の雇用や投資

の割合が低下し、それ以外の分野で経済活動の割

合が上昇している現実の動きと、彼の計測結果と

を照らし合わせるならば、一一起すると米国経済は

全要素生産性上昇率の高い分野からそれが低い非

効率な分野に資源をシフトさせているかのように

もみえる。

　しかし、コンピュータなど情報関連が集まる耐

久財製造分野で全要素生産性が上昇しているのは、

それを利用する産業での旺盛な需要が後押してい
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蓑2　情報集約度と労働生産性上昇率 （o／o）

情報技術集約度 1989－1955（a） 1995－2000（b） 変化（b）《a）

高い産業 2．43 4．15 1．72

低い産雛 一〇，10 tO5 1．15

（出所）Baily（2002），　p．10，　Tabl融3より抜粋。情報集約度は当該産業の付加価値に対する情報資本の

比率。

るからこそ可能なのであり、雇用や投資の面で情

報技術を積極的に導入している非製造分野が大き

く伸びていることと、そこに情報関連財を供給す

る製造業の活動とが独立して無関係に成り立って

いるわけではない。したがって、製造分野に比べ

て全要素生産性の加速が小さい非製造業の分野で

雇用や投資が増加しているという現象は、資源が

非効率な分野にシフトしていることを意味するの

ではなく、むしろ、相互に強い関連性をもちなが

ら、全体として全要素生産性の上昇を伴った労働

生産性の向上に貢献していると解釈することがで

きる。すなわち、情報技術の導入を契機として産

業間の資源配分がダイナミックにシフトし、その

ことによって米国経済が全般的に生産性を高めた

と考えられるのである。

　さらに、労働生産性に関しては、情報技術の利

用度が高い産業は利用度の低い産業に比べて良好

なパフォーマンスを示しているとする分析結果も

出されている。Baily（2002）では、　BEAのデータ

をもとに産業別の労働生産性とその上昇率が計測

されているが、付加価値に対する情報資本の比率

（情報技術集約度）が高い産業と低い産業に分け

ると、前者の労働生産性上昇率は後者に比べてか

なり高く、しかも1990年半後半の加速がより大き

いということが明らかにされた（表2）。同様の

結果は、総資本に占める情報資本の比率で分類し

たStiroh（2001）の研究でも得られており、情報技

術の利用度と生産性上昇との関係については必ず

しも否定されているわけではない。

（4）ソロー・パラドックスの解消

　Gordon（2000）自身も、第二次産業革命によ

る1913年から1972年までの「生産性上昇の黄金

期」が終焉して以来、およそ20年間にわたって停

滞期を過ごした米国経済が、「資本深化と全要素

生産性の上昇によって1％ポイント以上も労働生

産性を加速させた」ことについて、「この成果は

否定しようもなく印象的だ」5）と述べている。加

えて、Gordon（2002）では、労働生産性の向上は

「循環要因というよりは構造的なものである」6）と

表明され、この向上がコンピュータの生産分野だ

けでなく、利用分野でも情報資本装備率の上昇を

（情報資本深化）経由して実現していると言及さ

れている7）。

　今年1月に首都ワシントンで開催されたアメリ

カ経済学会の年次総会では、Baily、｛Feldstein、

Gordon、　Jorgenson、　Stiglitz、　Summersによ

るパネル・ディスカッションが開かれ、「ニュ

ー・エコノミー」と米国の経済成長についてそれ

ぞれの立場から見解が述べられた。情報技術に対

する評価や今後の成長見通しは、必ずしも一致し

ているわけではないが、少なくとも、90年代の米

国経済が「生産性上昇率の下方屈折」という70年

代以降の停滞期を脱し「生産性の向上を復活させ

た」こと、それが「情報化投資の活発化によって

もたらされた」こと、さらに、「経済全体の全要

素生産性が加速した」こと、の3点に関しては共

通に認識されているようであった。その意味で、

90年代の米国に関しては、「生産性上昇率が低下

したのはなぜか、たとえ最新の情報技術に対する

投資が進んでもこの停滞が克服されないのはなぜ

なのか」という問題の設定自体が、もはや成り立

たなくなったといえる。

　87年にニューヨーク・タイムズ紙の書評で生産

性のパラドックスを指摘したソローは、2000年3

月に同紙の取材に応えて「今や、生産性の統計で

もコンピュータ（の効果）を目にすることができ

る」と述べた8）。もっとも、彼はそれに続けて、

「もし生産性の向上が次の景気後退局面でも続け

ば安心なのだが」と学者らしい慎重さをみせた。
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表3　目本の生産性上昇率（年平均〉 〈％〉
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（出所）内閣府ゼ国民経済計算」、総務庁ゼ産業連関蓑」等をもとに筆者推計◎

〈注）経済成長率はGDP産業計付加価値ベーース。

この点に関して、大統領経済報告の分析を2◎◎1年

と2002年で比較すると、景気循環の要因を除いた

構造的要因の生産性上昇率は鈍化しておらず、む

しろやや高まっていることがわかる（表1）。象

た、Mandel（2◎02）によると、企業の粉飾決算問

題などが明るみになり、2◎◎2年7月のGDP統計

の改訂では、99年から2◎◎1年までの企業収益は6

％下方修正されたが、労働生産性に関しては、95

年から2002年前半までの上昇率は年平均2．5％で

改訂前の2．6％とほとんど変わらず、それ以前の

停滞期に比べて1％ポイント加速したことが改め

て確認されている。このように、米国の労働生産

性は、今までのところ景気後退入り後も堅調に推

移しており、ソローの懸念を取り払う内容になっ

ている。

　もちろん、そのことが米国経済に永遠の繁栄を

約束したわけではない。米国経済は90年代の終盤

から変貌しはじめ、内需の過熱による過剰投資と

その反動による急速な投資縮小に見舞われた9）。

膨れ上がった内需の調整は今も進んでおらず、大

輻な経常赤字の累積が続く申、米国経済が今後も

90年代のブーームと同じような軌跡をたどるとは考

えられない。この点でGordonの指摘は的を射て

いるが、同時に、これまでみてきた生産性論争の

経過からは、情報技術への集中的な投資によって、

米国経済が197◎年代以降の停滞から再生し、労働

生産性を向上させたことは確かだといえる。その

意味でも、いわゆる「ソU一・パラドックス」は

解消されたと考えられるのである。

囮躰備報化パラドックス

　連載の最後に、日本における情報化のパラドッ

クスについて触れておきたい。9◎年代のH本の情

報化投資は、米国に比べると勢いがなく不安定な

増減を繰り返した。日本の情報資本の蓄積と労働

生産性の関係をみるため、ソフトウェアを含む情

報資本ストックのデータを独自に推計し、連載の

第3國で示したGrowth　Accountingの手法で分

析してみると、80年代と90年代の日本経済の明暗

がよくわかる（表3）。80年代には構造的要因に

よる労働生産性の上昇が年に3．2％あったのに対

して、9◎年代には0．7％ポイント低下して年2．5％

となり、後半にかけてこ：の傾向がさらに進んでい

る。その主要な原因は全要素生産性の0．5％ポイ

ントの低下であり、日本経済が様々な面で効率性

を低下させていることが窺える。また、資本装備

率要因がO．2％ポイント低下しており、設備投資

の停滞が労働生産性にマイナスの要因となったこ

とを示している。情報資本の装備率はかろうじて
　　　　　　　　く
80年代後半の寄与を維持しているが、この要因が

強くプラスに寄与した米国に比べるとかなり低調

であり、90年代の日本でいかに情報資本の蓄積が

進まなかったかを表している。
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　これまでのいくつかの研究では、日本において

も情報化投資は生産活動や雇用の増加に一定のプ

ラスの効果をもたらし、かつ労働生産性の上昇や

経済成長に貢献し得るということが確認されてい

る1◎）。この点は先行する米国の動きからも充分実

感できたとみられる。しかし現実には、8◎年代の

後半に進んだ情報資本の蓄積が90年代に鈍化し、

潜在的な効果が充分に発揮されることはなかった。

米国で論争になった生産性のパラドックスとは、

情報資本の蓄積が進んだにもかかわらず生産性が

上昇していないのはなぜかという問題であった。

一方、丸本の場合は、「情報資本の蓄積にはプラ

スの効果があるにもかかわらず、情報化投資が頓

挫したのはなぜか」というパズルある。つまり、

日本は、ソローが提起したものとは劉のパラドッ

クスに直面したのである。米国でソロー・パラド

ックスの解明に「経済学のあらゆる分野」が総動

員されたよう．に、この問題は、日本経済の分析に

とって大きな研究テーマのひとつといえるだろう。

注

1＞i3◎sw◎ぎ胎　and　Trlρle穀く2◎0◎），沿．1．およびG◎rdon〈2◎◎◎），

　嚢．s6滲照

2＞ただし、かつて否定離な見解を承していたPaul　Krug－

　manは一定の効果を認めている（“Charting　Our　Course　in

　the　New　Economy，”　American　Economic　Association，　Annual

　Meetin慕at　New　Orleans，　Jan．6，2001での発言）。会議の

　様子は2§創年1月爵巳付田本経済薪闘議朝口9面でも

　報じられている。

3）表1の全要素生産性加速のなかでIT要因以外は0．22％

　（・0．52　一一　O．3G）であるが、このうち9．IS％は耐久財製

　造業にみられるものであi｝、それ以外の産業では◎．◎7％

　しか糠速していない（GerdOfi　2縦，　p．64、　Tab｝e　3－2参

　照）。この議論はBaily　and　Gordon（1988，　pp．350－351）で

　も展關されており、Gdrdonに一貫してみられるれる主張

　である。

4）　Gordon（200g），　p．72

5）Gordgn（2geo），　PP．§3一・54．参照。もっとも、被は生産性

　上舞の源泉が製造分野に限られ、また持続性のない一時

　的な野宮に過ぎないという懐疑帥な姿勢を貫いている。

6）G◎rdon（2002）、　p．65参照心

？〉ここでも彼は、全要証生産性の撫速は遍身財製造分野

　に限られてお琴、情報化投資が息甥れすればコンビュー

　タ利爾分野の情報資本深化が鈍化して労働生産性の向上

　が止まり、コンピュータ製造分野の生麗低迷によって全

要素生産性の向上も続かないと主張している。この議論

　展開からわかるとお琴、199◎年代後単に生産性上昇の撫

速があったことや情報化投資がこれに関係していたこと
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　を認めつつ、それは一時的なもので持続姓はないという

方向へ議論の焦点が移っている。

8）Uchitelle（2000）参照。カッコ内は引用者による加筆。

9）篠崎（2001b）参照。

10）例えば、経済企画庁（2000）、篠崎（2001a）など。
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